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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「CBRNE事態における公衆衛生対応に関する研究」 

 
分担研究報告書 

 
研究分担者 明石 真言 放射線医学総合研究所 理事 

 

研究要旨 
CBRNE 事態に対する急性期医療について実効性のある体制を構築するには、消防、

警察の現場対応体制を十分に整備することが必要である。また、医療、消防、警察な

どそれぞれの組織の職員の災害、テロ事象に対する意識と知識の相違や類似点を整理

し、現場での連携の構築での課題と解決の方策を整理する必要がある。そこで、緊急

被ばく医療に関わる地域の被ばく医療機関の職員、消防、警察、海上保安庁など初動対応

者の放射線事故・災害に対する意識調査および消防、警察の実際に現場で活動する初動対

応者と緊急被ばく医療、放射線防護の専門家の連携について検討し、テロ現場に派遣され

活動する現特殊医療チームの体制整備に関わる教育、研修について課題と方向性を整理し

た。 

 

Ａ．研究目的 

CBRNE 事態の現場においては、個人防護・

ゾーニング・除染を実施すると被災者の病院

への搬送は事象発生から１時間以上後になり、

救命が困難となることが予想される。このた

め、テロ現場における早期の医療の開始が求

められるが、CBRNE 事態に対する急性期医

療について実効性のある体制を構築するには、

現時点において我が国における CBRNE 事態

対応では未解決の課題がある。現在の DMAT

はテロ現場へは出動しないため、別途医療チ

ームの体制の構築が求められること、また消

防および警察の現場対応体制が、十分整備さ

れているとは言えないため、消防・警察の対

応にアドオンされるべき現場への派遣医療チ

ームの体制について整理することができない

ことが挙げられる。当研究課題では、緊急被

ばく医療に関わる地域の被ばく医療機関の職

員、消防、警察、海上保安庁など初動対応者

の放射線事故・災害に対する意識調査および

消防、警察の実際に現場で活動する初動対応

者と緊急被ばく医療、放射線防護の専門家の

連携について検討し、テロ現場で活動する現 

 

 

場に派遣される医療チームの体制整備に関わ

る教育、研修について、課題と方向性を整理

することを目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 

本年度は、放射線医学総合研究所（以下、

放医研）において開催した NIRS 被ばく医療

セミナー（以下、医療セミナー）、NIRS 放

射線事故初動セミナー（以下、初動セミナー）、

そして海上原子力防災研修の参加者に「放射

線事故・災害に関するアンケート調査」を実

施し、医療従事者、初動対応者の放射線とそ

の影響などに関する知識や意識を検討し、テ

ロ現場で活動する医療チームの放射線テロに

関する研修の方向性を整理した。 

また、放医研で開催した千葉市消防局およ

び千葉県警との放射線事故に関する机上演習

において、消防、警察の現場対応と緊急被ば

く医療、放射線防護の専門家との現場での連

携について課題を抽出し、この医療チームの

課題についても検討した。 
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Ｃ．研究結果 

A) アンケート調査 

放医研で 2014 年 10 月以降に開催した、医

療セミナー、初動セミナー、そして海上原子

力防災研修の参加者に対して、研修終了後に

アンケート調査を実施した。 

 

1．アンケート回答者 

アンケートの回答者は医療セミナー参加者

30 名、初動セミナー23 名、海上原子力防災研

修 21 名の計 74 名で、その職種別の人数は医

師 6 名、看護師 13 名、診療放射線技師 7 名、

消防職員８名、救命救急士 6 名、警察職員 2

名、海上保安庁職員 21 名、その他もしくは未

記入 11 名であった。 

 

2．アンケート結果 

核災害、放射線災害、原子力災害、生物災

害、化学災害のうち、業務につく場合、脅威

を感じる順番を回答してもらったところ、医

療セミナー、初動セミナー、海上原子力防災

研修のいずれの参加者も、原子爆弾のような

核災害が最も脅威を感じると回答した者が多

く、ついでサリンなどの化学災害、ダーティ

ボムのような放射線災害であった。全体とし

ては、図１に示す通り核災害を最も脅威と感

じるのは 48.6%で、化学災害、放射線災害、

原子力災害、生物災害の順で脅威を感じてい

る傾向であった。これらの災害時に就業する

かという質問に対しては、災害、事故対応が

業務である参加者が多い初動セミナーと海上

原子力防災研修での回答に比べ、医療従事者

が多い医療セミナーの参加者では、就業を拒

否する割合が高い傾向にあった。 

また核災害、放射線災害、原子力災害で業

務する場合に最も優先する条件についての質

問に対して、初動セミナーと海上原子力防災

研修では、個人の放射線防護装備、計測器を

重視する回答が多かったが、医療セミナーの

参加者では、家族の安全が確保されているこ

とを重視する回答が最も多かった。 

診療や対応に関する知識について、核爆弾、

ダーティボム、原子力発電所事故での外傷の

ために搬送されてきた患者の診療前の除染方

法、診療時の個人防護装備、汚染した患者診

療における対応者の放射線リスクを調査した

（表 1、2）。診療前の除染方法は、「特になし」

あるいは「脱衣」の回答が最も多く、セミナ

ーでもこのように説明しているが、「脱衣と徹

底的な水除染」または「石けん水で洗浄」の

回答が約 20 %であった。診療時の個人装備に

関しては、質問内容に汚染の有無を明示して

いなかったため「分からない」という回答が

多かった。しかし、核爆弾、ダーティボムで

は汚染があることを念頭に対応を開始する必

要があるため、汚染の有無に関わらずレベル

C もしくはレベル D の装備が必要と判断する

ことも可能であるが、これらを選択したのは

全体では核爆弾で 35 %、ダーティボムで 33 %

であった。「あなたは放射性物質を摂取、吸入

した患者を診療しています。放射性物質によ

るあなたのリスクについて評価してくださ

い。」という内部被ばくの患者対応における放

射性物質によるリスクの評価の質問に対して

は、「分からない」13 %、「リスクなし」6 %、

「低リスク」45 %、中等度リスク 25 %、「高

リスク」12 %であった。 

 

3．アンケートまとめ 

 セミナーの講義、実習の内容としては、被

ばく、汚染の対応について取り上げているが、

被ばくまたは汚染への対応やリスクを各自で

判断するまでの知識を十分には教授できてい

ないことが分かった。そのため、より実践的

な内容を取り入れた講義と実習を行う必要が

あると考えられる。 

 

B) 関係機関連携机上演習 

放医研が所在する千葉県は原子力施設立地

県ではないため、原子力災害等のための緊急
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被ばく医療体制は構築されておらず、被ばく

医療機関の指定もない。しかしながら、成田

国際空港があり、2020 年東京オリンピックで

は多くの観光客等が利用することが予想され、

テロ対策は喫緊の課題である。そこで、放射

線の専門施設である放医研と消防、警察の初

動対応機関が密に連携し、実際的かつ効率的

な放射線災害対応について検討するために机

上演習を行った。 

机上演習は 2015年 3月 5日（水）9:00〜12:00

に放医研で開催し、千葉市消防局、千葉県警、

放医研の総勢 34 名が参加した。シナリオは、

放射線源の盗難事件が発生し、盗取された線

源が載っている車輛が交通事故を起こし、運

転手等の救助が必要となる設定とした。放射

線源はイリジウム-192 (370 GBq)で、外部被ば

くのみの事故である。机上演習では、現場出

動から救助まで約 2 時間で完了としており、

特に各機関が現着から約 20 分でホットゾー

ンの設定、放射線検知、進入の活動を開始で

きるという想定は、十分時間をとったもので

ある。ここでの課題は、放射線災害と認知し

た際の出動命令、各機関の集結場所の決定な

ど現着までの判断を迅速に行うことで救助活

動完了までの時間を短縮し、要救助者の被ば

く線量を低減できることである。 

この演練の中で、消防、警察、放医研の連

携については、各機関で活動時の被ばく線量

限度が異なり、現場で同じ活動を行う際にも

調整が必要であった。また、消防、警察の各

機関が所有している放射線測定器の数も限ら

れていることから、より大規模の災害時に

100 名以上が現場で対応する場合、特に個人

線量計が不足することも予想された。これら

は事前に測定器の借用の措置などを計画する

必要があると思われる。 

また、放医研が提供する放射線の情報につ

いては、放射線管理の視点であり、消防、警

察の現場活動には、さらに考察を加える必要

がある場合が多かった。迅速に分かり易い情

報を提供するためには、例えば放射線源から

1 m の距離の空間線量率だけでなく、危険区

域の設定値となる 0.1 mSv/h となる距離を提

示する、被ばく線量限度に基づく活動時間の

おおよその目安など、活動に直結する情報提

供が必要である。 

放射線防護の専門家が現場に派遣され、消

防、警察の放射線防護や放射線測定の支援、

助言を行うことが出来れば、タイベックスー

ツと全面もしくは半面マスクの装備を統一し、

円滑かつ安全にゾーニング、ホットゾーンで

の救助活動、放射線管理が実施できることが

可能となる。しかしながら、化学災害や火災

など放射線以外の危険がある場合は、放射線

の専門家の現場での活動は制限されるため、

この連携は放射線単独の事故、災害に限定さ

れる。 

 

Ｄ．考察 

放射線事故、災害時に各自が危険のリスク

を評価し、対応に必要な防護装備の選定、 被

ばく、汚染患者対応が出来るようになるには、

講義や実習の内容をより実践的なものにする

必要がある。さらに過去の事例を提示するな

ど、具体的な内容を多く取り入れることも放

射線事故、災害時の対応の具体的手法を学ぶ

には有効ではないかと思われる。 

また、消防、警察、放医研での合同の机上

演習では、各機関の活動内容を互いに理解し

ておくことが重要であり、そのための研修を

継続する必要がある。今後、この机上演習の

想定がより実際的であるか検証するために合

同での実働訓練を行う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

現場活動をする消防、警察の現場対応体制

が十分に整備されていないため、CBRNE 事

態に対する急性期医療について実効性のあ

る体制を構築することが困難となっている。

放射線事故、災害時には、医療、消防、警察、



 

放射線の専門組織

制とともに、それぞれの活動内容を十分に理

解することが重要である。

の認識を持てるような教育、講習会の実施や

合同での研修、机上演習、実働訓練の実施は

有効であると思われる。

 

Ｆ．健康危険

特になし

 

Ｇ．研究発表

１．論文発表

 

 

放射線災害

原子力災害

放射線の専門組織等

制とともに、それぞれの活動内容を十分に理

解することが重要である。

の認識を持てるような教育、講習会の実施や

合同での研修、机上演習、実働訓練の実施は

有効であると思われる。

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
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I. 

当該研究は、富永隆子氏、

谷みさを氏との共同研究である。
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表１ 診療前の除染について 

診療前にどのような除

染が必要か？ 

特になし；通常

の外傷診療 

脱衣と着用物の

完全な除去 

脱衣後、徹底的

な水除染 

診療前に石けん

水で洗浄 

核爆弾による外傷と熱

傷の患者 
17% 63% 18% 1% 

ダーティボムによる外

傷の患者 
10% 70% 18% 1% 

原子力発電所事故によ

る外傷の患者 
11% 72% 14% 3% 

 

表２ 対応時の個人防護装備 

  分からない レベル A レベル B レベル C レベル D 

核爆弾による外傷と熱傷

の患者 
33% 20% 12% 22% 13% 

ダーティボムによる外傷

と熱傷の患者 
33% 17% 16% 20% 13% 

原子力発電所事故による

外傷と熱傷の患者 
32% 16% 12% 28% 13% 

 


